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青森県就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行細則 

 

(趣旨) 

第一条 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律(平成十

八年法律第七十七号。以下「法」という。)の施行については、就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則(平成二十六年／内閣府／文部

科学省／厚生労働省／令第二号。以下「省令」という。)及び青森県就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行条例(平成二十三年十二月青森

県条例第四十九号)に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。 

 

(書類の様式) 

第二条 次の各号に掲げる書類の様式は、当該各号に定めるところによる。 

一 法第四条第一項の規定による幼保連携型認定こども園以外の認定こども園認定申請

書 第一号様式 

二 省令第十五条第一項の規定による幼保連携型認定こども園設置認可申請書 第二号

様式 

三 省令第十五条第二項の規定による幼保連携型認定こども園内容変更届出書 第三

号様式 

四 省令第十七条第の規定による幼保連携型認定こども園廃止（休止）認可申請書 第

四号様式 

五 省令第十八条の規定による幼保連携型認定こども園設置者変更認可申請書 第五号

様式 

六 法第二十九条第一項の規定による認定こども園内容変更届出書 第六号様式 

 

(定期報告) 

第三条 法第三十条第一項の規定による報告は、毎年、六月一日から同月三十日までの間

に行わなければならない。 

２ 省令第二十九条第二号に規定する知事が定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 職員配置の状況 

最終改正 平成二十七年八月二十八日 

     青森県規則第三十五号 



二 職員資格の状況 

三 施設設備の状況 

四 管理運営の状況 

五 子育て支援事業の状況 

３ 省令第二十九条第三号に規定する知事が定める事項は、法第二十八条の規定により教

育保育概要として周知される事項とする。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、平成二十四年四月一日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

の一部を改正する法律（平成二十四年法律第六十六号）の施行の日から施行する。 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 



第１号様式(第２条関係) 

年  月  日   

 青森県知事     殿 

住所              

氏名  法人にあっては、名称

及び代表者の氏名 

  

 

幼保連携型認定こども園以外の認定こども園認定申請書 

 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園（以下単に「認定こども園」という。）の認

定を受けたいので、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律第４条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

記 

１ 認定こども園の名称 

２ 認定を受ける施設の名称(施設の種類) 

３ 認定を受ける施設の所在地 

４ 認定こども園の長の氏名 

５ 認定こども園の利用定員 

  保育を必要とする子どもに係る

利用定員 

保育を必要とする子ども以外の

子どもに係る利用定員 

乳児     

１歳児     

２歳児     

３歳児     

４歳児以上     

６ 教育又は保育の目標及び主な内容 

７ 認定こども園が実施する子育て支援事業 

８ 開園予定年月日           年   月   日 

 

(添付書類) 

 青森県就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行条

例第３条第１項各号(第２項各号)に掲げる要件に適合していることを証する書類 

  

  

 

  

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。 



第２号様式(第２条関係) 

年  月  日   

 青森県知事     殿 

 

住   所 

名   称 

代表者氏名  

 

幼保連携型認定こども園設置認可申請書 

 

 幼保連携型認定こども園の設置の認可を受けたいので、就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第１５条第１項の規定により、関係書

類を添えて申請します。 

 

（添付書類） 

 １ 次に掲げる事項を記載した書類 

 （１）幼保連携型認定こども園の名称 

 （２）幼保連携型認定こども園の所在地 

 （３）幼保連携型認定こども園設置の目的 

 （４）園地、園舎その他設備の規模及び構造並びにその図面 

 （５）幼保連携型認定こども園の運営に関する規程 

 （６）経費の見積り及び維持方法 

 （７）開設予定年月日 

 ２ 青森県就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施

行条令第４条に規定する基準に適合していることを証する書類 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。 



第３号様式(第２条関係) 

年  月  日   

 青森県知事      殿 

 

住   所 

名   称 

代表者氏名 

 

幼保連携型認定こども園内容変更届出書 

 

 幼保連携型認定こども園に係る下記の事項について変更するので、就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第１５条第２項の規定によ

り、届け出ます。 

 

記 

１ 幼保連携型認定こども園の名称 

 

２ 幼保連携型認定こども園の所在地 

 

３ 変更する事項 

  変更前 

 

  変更後 

 

４ 変更の理由 

 

５ 変更予定年月日     年  月  日 

 

  

  

  

  

 

  

  

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第４号様式(第２条関係) 

年  月  日   

 青森県知事     殿 

 

住   所 

名   称 

代表者氏名 

 

幼保連携型認定こども園廃止（休止）認可申請書 

 幼保連携型認定こども園の廃止（休止）の認可を受けたいので、就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第１７条の規定により、関係

書類を添えて申請します。 

 

（添付書類） 

 次に掲げる事項を記載した書類 

 （１）幼保連携型認定こども園の名称 

 （２）幼保連携型認定こども園の所在地 

 （３）幼保連携型認定こども園の廃止（休止）の理由 

 （４）園児の処置方法 

 （５）幼保連携型認定こども園の廃止の予定期日（休止の予定期間） 

 （６）財産の処分（廃止の場合に限る。） 

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第５号様式(第２条関係) 

年  月  日   

 青森県知事     殿 

 

                       設置者（変更前） 

                       住   所 

                       名   称 

                       代表者氏名 

                       設置者（変更後） 

                       住   所 

                       名   称 

                       代表者氏名 

 

幼保連携型認定こども園設置者変更認可申請書 

 

 幼保連携型認定こども園の設置者の変更の認可を受けたいので、就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第１８条の規定により、関係

書類を添えて申請します。 

 

（添付書類） 

 次に掲げる事項を記載した書類 

 （１）幼保連携型認定こども園の名称 

 （２）幼保連携型認定こども園の所在地 

 （３）設置者の変更前後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律施行規則第１５条第１項第１号から第６号までに掲げる事項 

 （４）変更の理由 

 （５）変更予定時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第６号様式(第2条関係) 

年  月  日   

 青森県知事      殿 

住所              

氏名  法人にあっては、名称

及び代表者の氏名 

  

 

認定こども園内容変更届出書 

 認定こども園に係る下記の事項について変更するので、就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２９条第１項の規定により、届け出ます。 

 

記 

１ 認定こども園の名称 

 

２ 認定こども園の所在地 

 

３ 変更する事項 

  変更前 

 

  変更後 

 

４ 変更の理由 

 

５ 変更予定年月日     年  月  日 

 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。 


